
全全国国税税理理士士共共栄栄会会

全国税理士共栄会（南口純一会長）は、税理士、関与先企業、提携企業の三者を結び、

「税理士業界の規模のメリットを活用した全国規模の福祉共済事業を実施する」ことを

目的に設立された団体。税理士業界の発展、関与先企業の繁栄を目指し地道な活動を

続けるとともに、社会の発展にも大きく貢献しています。

全国税理士共栄会（全税共）は

昭和４９年の創立以来、�１関与先企

業の繁栄に貢献する�２提携企業と

の共栄を図る�３税理士業界の発展

に寄与する��という３つの基本

理念を掲げ、税理士業界ならびに

提携企業の発展、関与先関係者の

円滑な事業承継の実現、暮らしの

安心、豊かな老後づくりなどを応

援するため、地道な活動を続けて

います。

全税共の事業の中でも柱となっ

ているのが、「ＶＩＰ大型総合保

障制度」と「全税共年金」。まず、

円滑な事業承継の実現や様々なリ

スクから企業を守る「ＶＩＰ大型

総合保障制度」は、５つの充実し

たプラン（表参照）によって中小

企業や個人事業主を応援していま

す。次に、「全税共年金」は、月々

１万円から将来の備えができる全

税共独自の拠出型企業年金保険

で、加入者本人が掛金を拠出して、

将来年金あるいは一時金として受

け取るシステム。「税理士の関与

先である中小企業や個人事業の経

営者、役員、従業員などが自助努

力によって豊かな老後を築くこと

が出来るように…」といった思い

から創設されました。

生活設計に合わせて掛金を自由

に設定できるため、まさに�無理

なく無駄なく�積み立てることが

できます。月払い（１口５０００円で

２口以上）と一括払い（１口１０万円

で任意の口数）を上手く組み合わ

せることで、老後の生活設計にマ

ッチした積立ができるほか、掛金

は加入後に変更することも可能。

受取方法は、�１１０年確定年金、�２
１５年確定年金、�３１０年保証期間付

終身年金の３種類から選択でき、

年金に代えて一時金でも受け取る

ことができます。公的年金の先行

きに不安を感じる国民が増えてい

ますが、公的年金を補完する制度

としても注目を集めています。

税理士業界をはじめ、社会の

発展にも貢献

全税共は、税理士業界の発展に

も貢献しています。たとえば、昭

和５９年に日本税理士会連合会と協

力して租税の研究などを目的とし

た民間シンクタンク「財団法人日

本税務研究センター」を設立。ま

た、日本税理士会連合会ならびに

財団法人日本税務研究センター共

催による「税務相談室」への財政支

援も行っています。

このほか、全税共は提携保険会

社などの協力を得て、平成３年に

「芸術文化、とりわけ地域におけ

る優れた芸術文化の振興に資する

活動を顕彰及び助成し、あわせて

地域文化の振興に資する調査研究

及び講演会等を行うことにより、

我が国文化の向上、発展に寄与す

る」ことを目的とした「財団法人

全国税理士共栄会文化財団」を設

立。これまで２０年の間、文化財団

は各地で地域文化の伝承に尽力し

てきた３１団体に対する顕彰、３６９

団体に対する助成を行うなど、そ

の地道な活動と努力は広く社会に

評価されています。また、その公

益性が内閣府に認められ、文化財

団はさきごろ「公益財団法人」に

も認定されました。

学術や文化の発展に貢献してい

る全税共ですが、東日本大震災の

発生から１か月後の理事会では、

日本税理士会連合会を通じて１億

円を義援金として拠出することが

満場の賛成で決定。関与先、提携企

業、税理士業界の三者の共栄に加

え、まさに「社会との共栄」も図っ

ている意義深い団体といえます。

税理士から保険会社に対する

関与先紹介カード運動を展開

全税共では「ＶＩＰ大型総合保

障制度」と「全税共年金」の普及

を図る目的で、毎年９月から１１月

にかけて「全国統一キャンペーン」

を実施しています。今年で２６回目

を迎えますが、過去のキャンペー

ンを通じて、これまで多くの関与

先関係者が「ＶＩＰ大型総合保障

制度」や「全税共年金」に加入し、

円滑な事業承継、安心して医療を

受けるための備え、退職金の準備、

公的年金の補完などを実現させて

います。また、全税共は各地区の

税理士協同組合と協力し、年間を

通して「全税共関与先紹介カード」

による関与先紹介運動を重点施策

として実施しています。

毎年、多くの税理士先生が「全国

統一キャンペーン」をはじめ、全税

共関与先紹介カードの推進運動、

税理士事務所に新しい収入源を提

供するための施策「税理士ＶＩＰ

代理店」制度の推進キャンペーン

ならびに挙績キャンペーンに協力

していますが、その行動は、関与

先関係者のニーズを満たすのはも

ちろん、税理士業界の発展、さら

には社会の発展にも大きく貢献し

ています。

なお、日税グループの（株）日

税ビジネスサービス、（株）共栄

会保険代行、（株）日税サービス

では、創業以来、全国税理士共栄

会のご事業のお手伝いをさせて頂

いております。

（表）
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１

税理士業界の発展、

関与先の繁栄に尽力

ＶＩＰ大型総合保障制度
～５つの充実したプラン～

１．経営者大型保険（集団扱定期保険）
掛捨の割安な保険料で、入院や手術を含む総合的な保障をする
大型の生命保険。経営者に万一のことがあった時、最高２億円
の大型保障で企業を守ります。

２．経営者保険総合プラン
働き盛りの経営者などの生涯保障のために終身保険、養老保険、
逓増定期保険など、多彩な保険を用意しています。役員・幹部
の退職金準備などにも最適です。

３．経営者スーパープラン
ガンなどの生活習慣病保障に重点を置いた保険や高度先進医療
保険、介護保険など、様々なニーズに応えるため、医療保険全
般を用意しています。

４．団体所得補償保険
保険料は３０％の団体割引最高料率が適用されています。加入は
簡単で医師の診査も不要。病気やケガによる就業不能期間の収
入を補償し、税理士は月額最高２００万円までを最長１年間もし
くは２年間補償。１年間無事故の場合は掛金の２０％が戻ります。
入院だけでなく自宅療養でも補償（要診断書）。長期にわたっ
て病気やケガで働けなくなった時の収入減を補償する「団体長
期障害所得補償保険」も用意しています。

５．新・団体医療保険
保険料は３０％の団体割引最高料率が適用されています。加入は
簡単で医師の診査も不要。日額１万円と５０００円の２コースを用
意。新規・継続とも６９歳（税理士は７９歳）まで加入できます。
入院１日目から補償、日帰り入院も補償。１回の入院で最高１２０
日、通算１０００日まで補償します。

学学術術、、文文化化、、社社会会ににもも貢貢献献
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従業員の定着や仕事への意欲を高める退職金制度。
退職金原資を準備する方法は様々だが、中小企業の
実態を熟知している税理士の視点で作られた新しい
企業年金基金が経営者の間で注目を集めている。

中小企業の実態にマッチした新

しい形の企業年金基金が脚光を浴

びている。それが、「関東信越税

協連企業年金基金」だ。

同基金が誕生したのは、平成２４

年３月末に廃止される税制適格退

職年金制度の移行問題がキッカケ

となっている。適格年金からの移

行先としては、確定拠出年金、中

小企業退職金共済、確定給付企業

年金という３つの選択肢がある

が、確定給付企業年金については、

少人数規模の企業が単独で制度を

実施するには難しい点が多く選択

肢から外さざるを得なかった。

そこで、栃木県税理士協同組合

では、小規模企業でも導入できる

確定給付企業年金を研究。そして、

オリックス�株との提携により、平

成２０年３月に「栃木県税理士協同

組合企業年金基金」が誕生した。

基金の設立以来、地元の経営者

から「中小企業が非常に使いやす

い制度」として高い評価を得てき

たが、栃木県外の企業からも加入

したいという要望が増えてきたた

め、関東信越税理士協同組合連合

会の組合員や関与先が提案・加入

しやすいように、平成２２年１０月よ

り「関東信越税協連企業年金基金」

と名称を変更し、以来、多くの中

小企業や税理士事務所で利用され

ている。

同基金には３つの特長がある。

一つ目は、複数の企業で実施する

制度であるにも関わらず、各企業

の退職金制度に合わせて、個別に

加入資格や給付水準を決定できる

点。そのため、経営者の意思を反

映した柔軟な制度を構築すること

ができる。また、確定給付型の制

度のため、従業員の理解が得られ

やすいほか、従業員だけでなく、

経営者も加入できるところが大き

な魅力となっている。

二つ目は、企業が拠出する掛金

は、その全額が福利厚生費として

損金計上され、従業員が拠出する

場合は生命保険料控除の対象とな

る。なお、積立金については、特

別法人税が課税されることとなっ

ているが、２０１４年３月末まで課税

が凍結されている。

三つ目は、基金から給付される

退職金額が国債の平均利回りに連

動するキャッシュバランスプラン

を採用している点。これは、従来の

企業年金制度のようにあらかじめ

利回りを確約するのではなく、毎

年の市場金利に連動して決定され

るため、利差損の発生する可能性

が低く抑えられており、積立不足

による掛金の追加負担が生じにく

い制度となっている。退職金制度

は、従業員の仕事への意欲を高め

るほか、優秀な人材の確保など企

業の活性化に大きな役割を果た

す。退職金制度の構築について悩

んでいる経営者に対し、税理士の

視点で作られた企業年金基金を紹

介してみてはいかがだろうか。

平成１７年度中小企業白書による

と、事業承継を理由に毎年７万社

の企業が廃業。それによって失わ

れる雇用は２０万～３５万人に上ると

報告されている。

それ以来、国としても事業承継

対策に本腰を入れるようになり、

平成２０年１０月には「中小企業にお

ける経営の承継の円滑化に関する

法律（中小企業経営承継円滑化

法）」が施行。これは、�１民法の

遺留分制度の特例�２金融支援措置

�３相続税の課税の特例―という３

つの支援措置を定めたものだ。

また、独立行政法人中小企業基

盤整備機構では「事業承継フォー

ラム」を毎年開催し、事業承継対

策の必要性を訴えるほか、支援策

などの情報提供を行っている。今

年９月に都内で行われた「事業承

継フォーラム２０１１」には、定員を

大きく上回る申込みがあり、会場

は多くの参加者で埋め尽くされ

た。その内訳は、中小企業の経営

者が約３割、残りの約７割は事業

承継をサポートする税理士や中小

企業診断士だ。

今回のフォーラムは、「後継者

への事業の引継ぎ方や後継者の育

成方法についての知識」と「事業

を承継するために重要な指針とな

る事業承継計画の具体的な作成方

法」の普及・啓発を図ることを目

的としている。

当日は、基調講演や新施策の紹

介、さらに２つの会場に分かれて

演習が行われた。「経営承継円滑

化法では非上場株式の納税猶予制

度などが定められていますが、そ

れを適用するには様々な手続きが

必要となります。今回の演習は、

そうした手続きの勉強会という位

置付けで実施しました」（独立行

政法人中小企業基盤整備機構）。

演習Ａのテーマは「事業承継虎

の巻～事業承継計画書の作成」。

城所会計事務所の城所弘明公認会

計士・税理士が講師となり、円滑

な事業承継に必要となる事業承継

計画書の作成について分かりやす

く解説した。

演習Ｂのテーマは、「事業承継

虎の巻～最適な株式承継で事業価

値を強化する」。アタックス税理

士法人の磯竹克人税理士を講師に

迎え、経営承継円滑化法や

会社法、税法など事業承継

計画策定に必要な方策につ

いてモデルケースをもとに

解説。どちらの会場でも、

参加者がメモを取りながら

熱心に聞き入っている姿が

見られた。

中小企業の事業承継対策

は、もはや社会問題のひと

つとなっている。「少子化

にともない親族外承継を視野に入

れる経営者も増えてきましたが、

その実現には超えるべきハードル

がたくさんあります。また、経営

環境の悪化により、会社を継ぎた

くても継げないという後継者も少

なくありません。中小企業の雇用

や優れた技術・技能を伝承し、国

家や社会を支える資産の損失を防

ぐためにも、国や専門家によるサ

ポートが求められています」（同）。

会
社
を
選
ぶ
基
準
に

退
職
金
の
有
無
も
…

中小企業の新しい会計ルールがもうすぐ誕生する。
実際に運用が開始されれば、中小企業への導入を
支援する専門家が求められてくるが、問題なのは、
会計サービスの支援は「非独占業務」という点だ。

「中小企業の会計に関する検討

会」ならびに「ワーキンググルー

プ」では、経営者に役立つ会計を

作るために議論を重ねてきたが、

１０月７日開催の第９回ワーキング

グループでは、ついに「中小企業

版の新会計」（仮称）の素案が承

認され、今後はパブリックコメン

トを経て、年内には新しい会計の

ルールが公表される見通しだ。

新しい会計が運用されれば、中

小企業への導入支援が欠かせな

い。そうなると、税理士の出番と

言いたいところだが、本紙前号で

登場したワーキンググループ委員

の櫻庭周平公認会計士・税理士は、

「会計支援については、税理士に

依頼するとは限りません」と警鐘

を鳴らす。では、経営者は誰に会

計支援を依頼するのか��。

その有力候補といえるのが、中

小企業診断士だ。中小企業庁は検

討会の事務局を務めており、新会

計を普及させなければならない。

一方、中小企業を支援する専門家

は、すでに“供給過剰状態”と言

われており、中小企業庁が所管す

る中小企業診断士も非常に厳しい

状況に置かれている。中小企業庁

としては、新会計を普及させる担

い手として中小企業診断士のビジ

ネスフィールドを整えることがで

きれば、この２つの問題が一気に

解決できるわけだ。事実、精通者

の間では、「経済産業省・中小企

業庁ならびに金融庁は、今年の春

頃から新会計の普及に向けて準備

を進めており、すでに今年度の予

算にも計上している」といった声

も漏れ聞こえてくる。

もちろん、中小企業診断士のほ

かにもライバルはいる。全国の商

工会や商工会議所では、経営者を

対象とした新会計の勉強会を開催

してくるだろう。その際、経営者

が理解できなければ、約８千人の

経営指導員が相談業務に応じるこ

とも十分考えられる。また、櫻庭

氏によると、「銀行出身者や経営

コンサルタントのほか、大企業の

ＯＢの間でも、中小企業の会計支

援をビジネスにしようと考えてい

る方々が見られます」という。

税理士業界では、新会計につい

て消極的な捉え方が目立っていた

が、最近になって、税理士会主催

による新会計の研修会が各地で企

画されつつある。ワーキンググル

ープ委員として新会計の影響の大

きさを肌で感じてきた櫻庭氏も、

「『経営に役立つ会計人』養成講

座」をスタートさせたが、すでに

定員を超える申込みがあり、「税

理士業界でも危機感が急速に高ま

っているように感じます」と述べ

ている。

経営者を中心に作られた新しい

会計がもうすぐ誕生する。果たし

て、中小企業を支援する専門家に

どのような変化や影響をもたらす

のか、今後の動向が注目される。
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る

多
く
の
税
理
士
が
事
業
承
継
の

現
状
や
課
題
に
つ
い
て
学
ん
だ

２

深刻化する事業承継問題
税理士や経営者がフォーラムに参加

新しい「会計」が動き出す
サポートする専門家は…

税理士が設立した企業年金
中小企業の退職金問題を解消�

業界トピックス 平成２３年・秋号
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本塚雄一郎税理士には大切にし

ていることがある。それは�ちゃ

んとする�こと。「自分が思った

こと、考えたことは、必ず行動に

移すように心掛けています。それ

が�ちゃんとする�ことです。や

るべきことが分かっているのに、

できない理由を並べて動かない人

が非常に多い。私は関与先や職員

にも�ちゃんとする�ことの大切

さを伝えています」。

とはいえ、関与先に対して注意

したり指導するわけではない。「経

営者から『ちゃんとするって、何

をどうするんだ？』と聞かれます

が、『その答えは、社長の心の中

にすでにあるじゃないですか』と

言うと、大半の経営者は考え込み

ます。自分がすべきことを分かっ

ているわけです。そもそもコンサ

ルティングというのは、相手の心

の中にあるものを導き出すことだ

と思っています。立派な経営計画

を作っても、行動に移さなければ

意味がありません」。

職員の指導にも�ちゃんとする�
という思いが込められている。た

とえば、ＭＭＧ税理士法人では、

新年に全社員が集まって１年間の

経営計画を発表し、夏に中期確認

を行い、年末に最終確認と来年の

課題を検証している。さらに、毎

朝８時から９時まで幹部会議を開

き、現状の動きや方向性を踏まえ、

経営計画にブレが生じていない

か、つまり「自分たちが考えたこ

とをしっかり行動に移している

か」を日々チェックしている。

こうした会議で、本塚税理士は

口頭による指示を一切行わない。

ＭＭＧ税理士法人では、スケジュ

ールや業務の管理ツールを有効活

用しており、業務上で生じた問題

や課題などは、本塚税理士が「い

つ、誰が、どのように解決するの

か」を文章で質問し、職員に回答

を入力させている。これらの文章

や通知は、いつでも確認すること

ができる。たとえば、「月次」や「決

算」などのキーワードを入力する

と、過去の現場でのやり取りがす

べて表示されるため、新人教育の

ツールとしても活用している。

職員のスケジュール管理につい

ては、「英知を結集させ、３カ月

くらい先まで予定を入れるように

指導しています。後々になって変

更することも多々ありますが、物

事を成り行きで処理する人間よ

り、将来を見据えて行動する人間

のほうが絶対に強いといえます」。

職員の教育を「プロに近づけさ

せる教育」と考えている本塚税理

士。「安く、早く、正確にできる。

それがプロです。このうち１つで

も欠けてはいけません。手抜きな

んて問題外です。わたしは経営計

画の中に『品質の維持』と謳って

いますが、品質を失ったら会計事

務所は終わりといえるでしょう」。

その教育の一例として、本塚税

理士は確定申告の業務完了日を毎

年１日ずつ短くし、現在は３月５

日の終了をほぼ実現している。ま

た、さらなる業務の効率化を全員

で考え、関与先に事前に準備して

ほしい書類などは、その名称を告

げるのではなく、一覧表と共に前

年の書類のコピーを効率的に全関

与先に渡している。関与先も一目

で分かるため、必要書類の回収率

が一気に高まったそうだ。

関与先とのコミュニケーション

も大切にしており、職員たちが関

与先から聞いた情報は「関与先情

報収集活用シート」に記録して共

有を図っている。「お客さまと外

でお会いしたとき、子どもの進学

やお孫さんの誕生などが分かって

いれば、誰でも会話のネタにする

ことができます。社屋の買い替え

を考えていれば消費税などにも影

響してきます。人が動けば、お金

が動き、税金にも影響が出てくる。

だから重要な情報なんです」。

今後の展望として、本塚税理士

は「経営者が�ちゃんとする�こ

とを心掛ければ、事業はきっと継

続できるはずです。お客様をしっ

かり支えられるように、これから

も職員一丸となって�ちゃんとす

る�ことを心掛けていきます」と

抱負を語る。

齊藤司享税理士が目指すもの。

それは、地域社会など事務所を取

り巻く環境（アライアンス）、関

与先（カスタマー）、従業員（エ

ンプロイヤー）との「ＫＩＺＵＮ

Ａ」（きずな）を作り上げること。

それぞれの頭文字を取って「ＡＣ

ＥのＫＩＺＵＮＡ」と呼んでいる。

人と人との�きずな�を大切にす

る齊藤税理士だが、「以前の私は、

人よりもサービスや商品を充実さ

せることに目が向いていました。

ただ、それなりに成果は出るもの

の、いずれも長続きはせず、いろ

いろと悩んでいる時に数人の職員

が辞めてしまったんです」。

その出来事をキッカケに、これ

までの行動を振り返ってみた齊藤

税理士。そして、「自分では職員

のことを考えているつもりでした

が、実際にはサービスと仕組みを

整え、そこに職員を当てはめてい

るに過ぎなかった。これでは職員

が離れても仕方ありません。どん

なに良い商品やサービスを整えて

も、職員がイキイキとしなければ、

お客さまを喜ばせることはできな

いことが分かりました」。

それ以来、自分の考え方を本気

で変えようと決意する。まずは職

員のことを知るため、外部のコン

サルタントに依頼して個別相談を

スタート。相談内容は匿名で報告

されるため、さまざまな不満や要

望が出てきたそうだ。「正直、頭

にくる内容もありましたが、職員

の不満や要望を正面から受け止

め、ひとつずつ改善しようと努力

しています」。

また、職員とのコミュニケーシ

ョンを図るために誕生日会を開

催。「最初の頃は職員もギクシャ

クしていました」というが、しば

らくすると誕生日会は毎回盛り上

がるようになった。その後、「た

まには違うメンバーと食事会をし

たい」という要望を受けて、最近

は干支で分けて食事会を開いてい

る。そのほか、「仕事の悩みなどを

語り合える場を作ってほしい」「職

員全員で勉強する機会がほしい」

といった要望も出ており、それに

応えるための準備を進めている。

業務が落ち着いている時期に

は、所内でワインパーティーを開

くなど、「Ｅ（従業員）のＫＩＺ

ＵＮＡ」作りに注力しているが、

こうした�相手のことをよく知る�
という取り組みは、「Ｃ（関与先）

のＫＩＺＵＮＡ」作りでも実践し

ている。特に、関与先と接する機

会が多いのは職員のため、コミュ

ニケーション能力を高める訓練と

して「ＫＩＺＵＮＡ研修」を開催。

これは、会社や経営者のことを

知るためにヒアリング・シートを

活用して「聞く力」を養うほか、

課題抽出一覧表を使って「整理す

る力」、ロールプレイングを通じ

て「説明する力」、課題提案書を

作成・発表させて「提案する力」

を身に付けさせる研修だ。効果的

な職員教育として注目を集め、他

事務所でも「ＫＩＺＵＮＡ研修」

を取り入れるところがあるとい

う。「職員には時間をかけて相手

のことを知るように話していま

す。大切なのは何度も繰り返し質

問することで、社長や会社のこと

を『本気で知りたい』という思い

が伝わることです」。

「ＫＩＺＵＮＡ」作りを始めて、

担当者の重要性を改めて実感した

齊藤税理士。「税務以外のサービ

スを整えていますが、それらのニ

ーズを掘り起こすのは、まさに担

当者だと思います。だからこそ、

担当者が心地よく仕事ができる環

境を整え、お客さまに心地よさを

提供できる人材に育てる��、そ

れがトップとしての責任だと捉え

ています」。もちろん、事務所の

発展にもこだわっている。「高い

目標を目指さなければ、新しいサ

ービスやアイデアを生み出すこと

もありません。これからの時代、

同じことを繰り返すだけでは現状

維持すら難しいと思います」。

今年１月、税理士法人として新

たなスタートを切った。「これま

で以上に職員全員で力を合わせ、

お客さまに喜んでもらえるサービ

スを提供していきたいですね」。

マネージメント・ポリシー

考えたことは必ず行動に移す
ＭＭＧ税理士法人 （埼玉・熊谷市）

代表社員 本塚雄一郎 公認会計士・税理士

��職員教育とは「プロ」を育てること

��経営者や会社を知ることから始まる

ビジネスの原点は「きずな」
さいとう税理士法人 （東京・大田区）

代表社員 齊藤司享 税理士

３平成２３年・秋号 マネージメント・ポリシー
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中小企業の資金調達を支援する

「財務金融アドバイザー」の養成

講座が人気を集めている。

これは、一般社団法人資金調達

支援センター（理事長�清水武信

税理士）が運営する通信教育講座

で、税理士や事務所職員に資金調

達に関する知識を修得してもら

い、金融円滑化の業務を担える財

務金融の専門家の育成を目的とし

ている。「円滑な資金調達の実現

には、正しい計算書類の作成、定

性分析報告書、事業計画書の３点

セットが重要となります。通信教

育講座では、この３点セットを作

成するためのカリキュラムを用意

しています」（清水理事長）。

受講期間は３カ月で、受講料は

１万５０００円。受講者には	１中小企

業の資金調達支援	２経営計画策定

	３経営指導・経営助言をテーマに

したテキストが毎月１冊ずつ配布

される。「１冊目の『中小企業の

資金調達支援』のテキストでは、

金融機関の職員と同等レベルの知

識が修得できる内容になっていま

す」（同）。

毎月テキストの勉強が終わると

テストが行われ、合計１８０点以上

（合計３００点満点）を取ると「財

務金融アドバイザー」の認定書が

授与される。講座専用のコールセ

ンターも設置されており、受講者

はもちろん、修了者の質問などに

も丁寧に対応している。

同講座は、毎月募集を行ってお

り、月末に申込みが締め切られ、

翌月１０日から開講となる。過去１１

回の募集で受講者は約７００人。税

理士と職員の割合は半々だ。資金

調達支援センターは、関東信越税

理士会の外局的な組織として立ち

上げられたため、地元の受講者が

多く見られるが、最近は全国各地

から申込みが寄せられてい

る。

「受講修了者の名簿は、資

金調達支援センターのホーム

ページで公開しています。財

務金融の専門家として金融機

関にアピールできるほか、ア

ドバイザーとして認定を受け

ることは、事務所職員にとっ

ても励みになると思います。

中小企業の資金問題へのアド

バイスは、中小企業の実態を

熟知している税理士や事務所

職員が行うべきです。ぜひ、

多くの方々に勉強してもら

い、中小企業の資金調達をサ

ポートしていただきたいと思

います」（同）。

清水武信税理士

「講座には職員も多数参加」

国税庁長官から認定を受け

ることで、税制上の措置が適

用される「認定ＮＰＯ法人制

度」。その恩恵を受けたいと

考えるＮＰＯ法人は多いが、

認定要件が非常に厳しく、ほ

とんど利用されていなかっ

た。しかし、今年７月の所得

税法の一部改正にともない、

認定ＮＰＯ法人の要件が大幅

に緩和。これまでの見直しと

は異なり、まさに�認定ラッ

シュ�が期待されるほどの大

きな改正が行われた。

特定非営利活動法人ＮＰＯ

会計税務研究協会の理事長を

務める田中義幸公認会計士・

税理士は、「今回の改正で一

番大きいのは、認定ＮＰＯ法

人制度の判定基準となるパブ

リック・サポート・テスト（Ｐ

ＳＴ）に『年間３千円以上の寄付

者数が年平均で１００人以上』とい

う判定基準が追加されたことで

す。ＰＳＴとは、ＮＰＯ法人が広

く一般から支持されている度合を

表す指標で、この判定基準の高さ

がネックとなっていました。新し

く追加された基準は、従来の基準

と比べて非常にクリアしやすく、

認定を目指すＮＰＯ法人が急増す

ることが予想されます」という。

また、田中理事長は、「これま

では国税庁長官の認定を受けるこ

とが要件とされていましたが、都

道府県や市区町村が個人住民税の

寄付金税額控除の対象として指定

したＮＰＯ法人についても、ＰＳ

Ｔ要件をクリアしたものとみなさ

れます。これにより、地方ごとに

認定ＮＰＯ法人を作ることが可能

となりました。こうした動きも認

定ＮＰＯ法人制度の普及に繋がっ

てくるでしょう」と見ている。

今後、認定ＮＰＯ法人が急増す

るのは間違いなさそうだ。ＮＰＯ

法人をサポートする税理士も多い

だけに、関与先に的確なアドバイ

スを提供したい。特に、国税庁は

認定ＮＰＯ法人制度に関するＱ＆

Ａをホームページに掲載してお

り、その中で「ＮＰＯ法人設立時

に関与した行政書士に認定申請書

の作成の依頼をすることは認めら

れていますか？」という問いに対

し、「認定ＮＰＯ法人制度の根拠

法が租税特別措置法のため、税理

士業務である税務書類の作成に該

当する」と回答している。認定申

請書の作成は税理士の独占業務。

だからこそ、税理士のサポートが

求められているわけだ。

さらに、田中理事長は、「認定

ＮＰＯ法人だけでなく、寄付税制

が大きく変わりました。公益社団

・財団法人、学校法人、社会福祉

法人、更生保護法人などについて、

これまでの所得控除だけではな

く、税額控除も認められる制度が

できました。こうした寄付税制の

違いも視野に入れた上で、いろい

ろな法人について総合的なアドバ

イスができる専門家が求められて

います」と指摘する。

田中義幸公認会計士・税理士

「申請書の作成支援が急務」

関与先の株式の評価で
お悩みではありませんか？

・事業を引き継いだ長男が、次男から買い取る場合の株価は？

・オーナーが従業員持株会に株式譲渡する場合の株価は？

・ベンチャーキャピタルに向けて新株発行する場合の株価は？

・グループ内合併における合併比率はどうやって決める？

日日税税ビビジジネネススササーービビススとと太太陽陽ＡＡＳＳＧＧググルルーーププがが連連携携しし、、

税理士先生をサポートいたします�税税理理士士先先生生ををササポポーートトいいたたししまますす�
太陽ＡＳＧグループは、１１０カ国以上、約５２０拠点と約２万人の専門家を

擁する国際会計事務所。「税理士先生との共生」「業務領域の尊重」を基

に、税理士先生への支援サービスを展開しています。

一口に取引の際の株価といっても算定方法はさまざま。会社法上

の問題や税法等のリスクをクリアする場合もあり、非常に難しい

作業になることが多々あります�

詳しい資料をご希望の方は、お電話・ホームページで

お気軽にお問い合わせ下さい。相談は無料です�
日税株価算定支援サービス事務局（�株日税ビジネスサービス内）

ＴＥＬ → ０３―３３４０―４４８８

ホームページ → http : //www.nichizei.com/santei.html

日本全国対応� 日税株価算定支援サービス日本全国対応� 日税株価算定支援サービス日日本本全全国国対対応応� 日税株価算定支援サービス 相談無料

認定ＮＰＯ法人が急増する�
国税庁「申請書作成は税理士業務」

tr
en
d業界トレンド

「財務金融アドバイザー」を養成
事務所職員のスキルアップにも最適

４ 業界トレンド 平成２３年・秋号



��報酬自動支払制度を知ったキ

ッカケは？

勤務時代の所長先生が報酬自動

支払制度を利用していたので、「顧

問料�自動振替」が当たり前のよ

うな感覚になっていました。その

ため、自分も独立したら利用する

つもりでしたが、独立当初のお客

さまは身内のような方ばかりで、

事務所と会社との距離も非常に近

く、「事務所がもう少し大きくな

ってから…」と思い、報酬自動支

払制度の利用を控えていました。

��実際に利用を決めたタイミン

グを教えてください。

事務所のホームページやブロ

グ、お客さまの紹介などを通じて、

新規のお客さまも少しずつ増えて

きましたが、それにともない、顧

問料の請求や管理が煩雑になって

きました。毎月、定期的に入金が

あれば良いのですが、中には忙し

くて振込みを忘れてしまう方もい

ます。すると、通帳をチェックし

ながら入金状況を確認しなければ

いけません。とくに気が重かった

のは、振込みの催促の電話をする

ときですね。

��確かに、気が引けますね。

一番やりたくない業務でした。

人それぞれ性格もありますが、わ

たしは言いづらかったですね。そ

の催促の電話から解放されただけ

でも、本当に助かっています。

��そのほか、どんなメリットを

感じていますか？

請求書を送るとき、送付状に「一

言」つけて送っていました。わた

しがお客さまの立場でも、請求書

を一枚だけ送りつけられたら嫌な

感じを受けますので、この作業は

ずっと続けてきました。ただ、お

客さまには月初または月末に必ず

電話して、次回の訪問や経営状況、

プライベートの近況などを聞きな

がらコミュニケーションを図って

います。そのため、送付状の「一

言」が、電話の内容と重複する部分

がありました。報酬自動支払制度

を利用してから請求書や送付状の

発行作業がなくなりましたので、

業務効率化につながっています。

��報酬自動支払制度について関

与先の反応はいかがですか？

顧問料の振込手数料について

は、お客さまの負担とさせていた

だいていますが、新設法人の経営

者などは毎月の手数料を負担に感

じている方もいます。実際、手数料

がもったいないので、毎月の振込

みを３カ月や半年ごとにするか、

手渡しに変えてほしいと言われた

ことがあります。そこで、報酬自動

支払制度を紹介したところ、お客

さまとしても振込みの手間や手数

料の負担がありませんので、すぐ

に利用を希望されました。ほかの

お客さまにも、タイミングを見計

らって利用をお勧めしています。

��事務所と関与先の双方にメリ

ットがあるわけですね。

はい。わたしも時間に余裕がで

きましたので、お客さまとのコミ

ュニケーションや勉強の時間を充

実させています。今後は、他士業

とのネットワークを充実させ、お

客さまへのワンストップサービス

や様々な情報提供を行っていきた

いですね。また、お客さま同士の

交流会を開催して、ビジネスマッ

チングのお手伝いなども考えてい

ます。こうした時間が取れるのも、

報酬自動支払制度を利用したこと

で「ゆとり」ができたことが大き

いと思います。

平成１３年、請求人Ａは妻Ｂと

共同でマンションの一室を購

入。その際、Ａの持分を３分の

２、Ｂの持分を３分の１とし、

２人は連帯債務者として金融機

関から５７２０万円を借り入れた。

同年、新居での生活がスター

ト。マンションは共同購入のた

め、平成１３年および平成１４年分

の確定申告において、ＡとＢは

それぞれの持分に応じて住宅ロ

ーン控除を適用した。

だが、入居から２年後の平成

１５年、ＡとＢが離婚。財産分与

を終えた後、Ｂはマンションか

ら転居し、ＡはＢの持分だった

３分の１を取得、その債務を引

き受けた。

これによりＡは単独でマンシ

ョンを取得し、借入金の債務を

全額負担することになった。そ

こで、平成１６年から平成１８年分

の確定申告において、ＡはＢの

債務を含めて住宅ローン控除を

適用。しかし、国税当局はこれ

を認めず、更正処分および過少

申告加算税の処分を下した。Ａ

の異議申立ても棄却され、平成

２０年、争いの舞台は国税不服審

判所へと移った。

マンションの共有部分は

新たな家屋に該当するか

ここで注目したいのは、当局

がＡの住宅ローン控除を認めな

かった理由だ。当局は、その理

由として『租税特別措置法施行

令第２６条第２項』を挙げている。

これは、「家屋を２以上有する

ことになった場合、主に居住用

として認められる一つの家屋に

のみ住宅ローン控除が適用され

る」ことを示したもの。つまり、

Ａはマンションの一室の共有部

分を取得したが、それが�新た

な家屋の取得�に該当するかど

うかが争点となったわけだ。

当局は「（Ａのような場合も）

租税特別措置法第４１条第１項に

規定する既存住宅の取得と認め

られるため、どちらか一方につ

いてのみ控除の適用を受けるこ

とができる」と判断。一方のＡ

は、「家屋を２以上有するとは、

物理的にもうひとつの家屋を取

得する場合のこと。当局の法解

釈は間違っている」と主張した。

両者の争いについて審判所

は、「租税特別措置法施行令第２６

条第１項および第２項は、すで

に居住用の家屋を取得して住宅

ローン控除を適用している者

が、別荘などを取得して控除を

重複適用することを防ぐため、

主として居住用ではない家屋の

控除適用を制限するために規定

されたもの」と前置きし、「共

有の場合の各共有者は、共有物

の全部について、その持分に応

じた使用をすることができる

（民法第２４９条）。それを踏まえ

ると、居住用の家屋の共有持分

を有する者が、ほかの者の共有

持分を追加取得しても、それは

新たに別の家屋を有することで

はなく、すでに居住している家

屋の持分を追加取得したに過ぎ

ない。また、共有持分を追加取

得した後も所有権の及ぶ対象は

当該家屋の一個のみである」と

指摘。

さらに、「当初、Ａは持分に

応じた居住の権利を持ってお

り、完全な所有権を取得してい

なかった。それが、Ｂから持分

を追加取得したことで更なる権

利を得ることになっただけで、

追加取得の前後を通じて、主と

して当該家屋を居住用としてい

る実態は変わらない」という状

況から、「家屋を２以上有する

場合には該当しない」として、

当局の処分を取り消す判断を下

した。

夫と妻が共同でマンションの一室を購入。

離婚により、夫が妻の持分と債務を引き受け、

その分も含めて住宅ローン控除を適用したが、

国税当局はこれを認めなかった。

５

増田浩美税理士事務所（東京・板橋区）

所長 増田浩美 税理士

未収先への催促電話から解放
業務効率化でサービスを充実

報報酬酬自自動動支支払払制制度度

わわたたししのの体体験験記記

ホームページもご覧ください。
http : //www.nichizei.com/nbs/hs/

検 索報酬自動支払制度 �

報酬自動支払制度のお問い合わせ、資料請求は

�株日税ビジネスサービス �０１２０―１５５―５５１

税務スクランブル
～～審審判判所所のの視視点点～～

住宅ローン控除でトラブル
「家屋を２以上有する」とは…？

平成２３年・秋号 報酬自動支払制度



新しい時代に適応した税理士制度の構築��。

日本税理士会連合会（日税連）が平成１５年から検討を進めている大きなテーマだ。

平成２３年度税制改正大綱では、税理士制度に関する一文が盛り込まれ、日税連では

税理士制度を見直す必要性や方向性について、国税当局との勉強会を重ねている。

日税連は、税理士制度の調査研

究を所掌する制度部を中心に、平

成１５年から時代に適応した税理士

制度の構築に向けて検討を開始。

平成２１年３月に制度部が検討結果

を答申し、同年８月には「税理士

法改正に関するプロジェクトチー

ム」が設置された。

その後、プロジェクトチームが

制度部答申の内容を整理し、「税

理士法改正に関するプロジェクト

チームによるタタキ台」を公表。

翌年、会員ならびに各種団体から

寄せられた３２５１件の意見を踏まえ

てタタキ台を修正した。それが、

「税理士法改正に関する意見（案）」

だ。

平成２２年９月には、プロジェク

トチームを改組して「税理士法改

正特別委員会」を設置。そして今

年４月、１４項目の意見（案）に�１
事務所の設置基準の見直し、�２会

費滞納者に対する処分の強化、�３
臨税制度の見直しの３項目を加

え、１７項目による新しい「税理士

法改正に関する意見（案）」が公

表された。現在、税理士法改正特

別委員会のメンバーと財務省なら

びに国税庁との間で、１７項目の意

見（案）を踏まえながら税理士法

改正に関する勉強会を定期的に開

催している。

税理士法改正の検討を進めるに

当たり、税理士業界にとって「平

成２３年度」はひとつの目標となっ

ていた。財務省は平成１８年の閣議

決定を受け、税理士法について、

その見直しの必要性の検討を平成

２３年度に行うことを公表していた

ためだ。平成２３年度税制改正大綱

の中でも、「税理士制度について

は、平成２３年中に見直しの必要性

や方向性について結論を出すこと

とされているが、その見直しに当

たっては、税理士を取り巻く環境

の変化に的確に対応するととも

に、引き続き納税者の利便性の向

上を図り、税理士に対する納税者

からの信頼をより一層高めるとの

観点をも踏まえつつ、関係者等の

意見も考慮しながら、検討を進め

る」という税理士制度の見直しに

関する一文が盛り込まれた。

税制改正大綱の中で税理士制度

に関する内容が触れられたこと

は、税理士業界にとって追い風と

いえるだろう。ただ、「税理士法

改正に関する意見（案）」の中身

を見ていくと、実現に至るまでに

は高いハードルを越えなければな

らない内容も見られる。

特に、「税理士の資格取得に関

する規定」に盛り込まれた、弁護

士や公認会計士に対する能力担保

措置。これは、税理士になる弁護

士については、会計学に属する科

目のうち少なくとも１科目の合

格。税理士になる公認会計士には、

税法に属する科目のうち税理士試

験において必須科目である所得税

法または法人税法のいずれか１科

目の合格を必要とするものだ。

税理士の間では他士業による税

理士業界の参入を危惧し、税理士

資格の自動付与制度の見直しを求

める声も強まっているが、日税連

の池田隼啓会長は、「自分たちの

職域を守るために税理士法改正を

要望するわけではない。優秀な方

がたくさん集まれば、税理士業界

にとっても大きな力となるので、

それ自体が悪いとは思わない」と

指摘する。では、どうして能力担

保措置が必要なのか��。

（７面インタビューにつづく）

６

税理士法改正の行方

財務省・国税庁と勉強会を開催

特集 平成２３年・秋号



前回の税理士法改正から１０年が経過した。

その間、税理士業界を取り巻く環境や国民のニーズは大きく変わり、

新しい時代に適応した税理士制度の構築が不可欠となっている。

現状の課題について、日本税理士会連合会の池田隼啓会長に話を聞いた。

��今年４月、税理士法改正特別

委員会のこれまでの検討経過を取

りまとめた「税理士法改正に関す

る意見（案）」が公表されました。

税理士法は、前回の改正からす

でに１０年が経過しようとしていま

す。その間、ＩＴの普及による企

業活動の情報化・ネットワーク化、

経済社会の多様化・複雑化にとも

ない、税理士の業務もこれまで以

上に高度化・専門化が進んできて

おり、国民や納税者の要請に応え

るための新たな制度構築が必要と

されています。また、弁護士や公

認会計士の隣接士業では、試験制

度の改革などが行われています

が、これらの改革も税理士業界に

多大な影響を及ぼすことが考えら

れます。

こうした中、財務省は平成１８年

の閣議決定を受け、税理士法につ

いて、その見直しの必要性の検討

を平成２３年度に実施することを公

表しました。そこで、日本税理士

会連合会としても、今年は税理士

法改正に関して問題提起をするの

にふさわしい時期だと捉え、ある

べき税理士の姿を見据えた税理士

制度について検討を進めていま

す。現在は、税理士法改正特別委

員会のメンバーと国税庁との間で

税理士法改正に関する勉強会を行

っているところです。勉強会では、

「税理士法改正に関する意見（案）」

の１７項目について、税理士を取り

巻く状況の変化や納税者利便の向

上、税理士に対する納税者からの

信頼の一層の確保など、多方面か

ら議論を行っています。

��弁護士や公認会計士の増員

は、税理士業界でも不安視する声

があります。

誤解しないでいただきたいの

は、税理士法は税理士７万２千人

の職業安定法ではないということ

です。弁護士や公認会計士から税

理士業務に参入することを職域の

侵害と言われる方もいますが、自

分たちの職域を守るために税理士

法改正を要望するわけではありま

せん。優秀な方がたくさん集まれ

ば、税理士業界にとっても大きな

力となりますので、それ自体が悪

いとは思いません。問題なのは、

弁護士や公認会計士、そして税理

士にはそれぞれ使命があります。

税理士法には納税義務の適正な実

現という使命がある。それにも関

わらず、そうした使命の違い等を

無視して専門家の垣根を低くし、

互いの業務の参入が容易になって

しまえば、結果として国民に迷惑

がかかることになります。この１０

年間で社会情勢も大きく変わって

きましたので、各士業の使命の重

要性を再確認しつつ、税理士資格

というものを改めて考え直すべき

時期ではないかと思います。

��「税理士法改正に関する意見

（案）」の中には、研修受講の義

務化が盛り込まれています。

税理士資格を改めて考え直すと

いう点では、研修受講の義務化に

も共通するところがあるといえま

す。税理士を取り巻く環境が急速

に変化する中、税務の専門家とし

て信頼に応え、その責任を果たし、

国民や納税者のニーズに的確に対

応していくためには、最新の知識

や技術・能力を保持する必要があ

ります。しかし、昨年７千人の会員

を対象に実施したアンケート調査

では、平成２１年に所定の研修義務

時間を満たした会員はわずか３３．８

％でした。前回の税理士法改正で

は、衆参両院の付帯決議として研

修の受講を強化することが決まり

ましたが、納税者の信頼を確保す

るためにも、これをさらに強化す

る方向で検討する必要があるとい

えます。

��研修が義務化となった場合、

罰則も設けられるのでしょうか。

罰則があるから研修を受講する

といった考え方は間違っていると

思います。そもそも研修を受講す

るのは、納税者はもちろん、税理

士本人のためでもあります。新し

い知識や技術を何年も身につけ

ず、果たして正確な申告書を作成

できるのでしょうか。もし、税務

申告でミスがあれば、納税者に多

大な迷惑がかかります。そして、

加算税などのペナルティが課せら

れ、納税者から損害賠償を請求さ

れてしまう。税理士にとって、こ

れ以上の罰則はありません。です

から、罰則が設けられたとしても、

個人的には軽度のもので構わない

と思います。それより、顧問先の

信頼を失い、損害賠償を請求され

るといった大きな罰則を受けない

ためにも、税理士が研修を受講す

ることは必要不可欠だと考えま

す。もちろん、病気療養などの理

由があれば、減免措置などを講じ

る必要が出てくるでしょう。

��税理士試験の科目についても

検討が行われていますね。

税理士は、申告納税制度の理念

に沿って納税者の税務申告をサポ

ートする存在です。そのため、試

験科目についても申告納税制度と

の関連を明確にすることで、実質

的な資質向上を目指すべきではな

いでしょうか。また、税理士試験

の受験者が勉強に集中できるよう

に、試験合格後、実務経験のない

若者たちが速やかに実務に就ける

ような制度も必要だと思います。

次世代を担う若者や社会人の受験

者を増加させるための試験制度の

見直しを含め、より国民から信頼

される税理士を養成するための制

度の見直しが求められています。

��意見（案）の中には、税務援

助を義務化する内容も盛り込まれ

ています。

現在、税理士会では税務支援と

して「税務援助」「税務指導」を

実施し、納税者の利便性の向上を

図っています。税理士業務は無償

独占のため、税理士以外の者はた

とえ無償であっても税務業務に関

与することができません。税理士

が税務支援を放棄すれば、税理士

以外の誰かが担うことになる。す

なわち、無償独占を放棄すること

にもなりかねません。税理士業務

の無償独占を担保するためにも、

税務援助は税理士が主体的に行う

べき義務として捉えるべきではな

いでしょうか。

��「事務所の設置基準の見直し」

では、どんなことが検討されてい

るのでしょうか。

税理士が設置する事務所の場所

を、税理士の自宅から合理的な時

間の範囲内で通うことができると

ころに限定するといった内容で

す。極端なケースですが、国外の

住所を自宅として登録するような

会員も見られますので、やはり何

らかの規制が必要といえるでしょ

う。もちろん、実際に改正が行わ

れた場合には、個々の会員の事情

に配慮し、弾力的に運用をするこ

とが求められてくると思います。

��税理士制度の見直しについ

て、今後の取り組みを聞かせくだ

さい。

昨年１２月に閣議決定された平成

２３年度税制改正大綱の中で「税理

士制度について見直しの必要性や

方向性の結論を出す」と明記され

ました。税理士法改正に向けて、

ようやくスタートラインに立たせ

てもらった感じがしています。国

税庁との勉強会を継続して開催

し、これまで以上に社会から信頼

される税理士制度の構築に向け

て、引き続き検討を進めていきた

いと思います。

７

今こそ、税理士資格取得制度を見直し、

時代に適応した制度を構築すべき

日本税理士会連合会

池田 隼啓 会 長

平成２３年・秋号 インタビュー



職場でのストレスを原因とした労災請求が相次いでいる。

関与先企業でトラブルが生じないように、税理士としてもメンタルヘルス対策の

基本を抑えておきたい。そこで、コンセルト社会保険労務士事務所所長で社会保険

労務士の多田智子氏に、現場で発生しているトラブルと対応策を解説してもらう。

��最近、メンタルヘルスにまつ

わるトラブルが増加していると聞

きます。

近年、職場におけるストレスか

らメンタルヘルス、直訳すると「心

の健康」に不調をきたす従業員が

増加しています。労災の請求件数

や認定件数の数字を見ても、その

傾向は顕著に表れています。厚生

労働省がまとめた「平成２２年度

脳・心臓疾患および精神障害など

の労災補償状況」によると、平成

２２年度における精神障害などを理

由とした労災の請求件数は１１８１

件、このうち決定件数は１０６１件と

なり、精神障害などの労災請求件

数は２年連続で過去最高となって

います。

��具体的にどんなストレスが溜

まっているのでしょうか。

精神障害などを引き起こす出来

事のうち、労災として認定される

ものは明文化されています。代表

的な出来事の類型としては「仕事

の量・質の変化」、「仕事の失敗、

過重な責任の発生」、「対人関係の

トラブル」の３つが挙げられます。

少し前までは景気低迷やリーマン

ショックなどの影響により、解雇

をめぐるトラブルが目立っていま

した。しかし、最近は解雇よりも

「いじめ」「嫌がらせ」「セクハラ」

「上司とのトラブル」といった対

人関係のストレスが急増していま

す。精神障害を被った従業員が会

社を訴えるケースも増えており、

全国の地方裁判所では毎月のよう

に損害賠償請求や安全配慮義務違

反の判例が出ています。

��上司とのトラブルの内容を具

体的に教えてください。

最近の傾向として「パワーハラ

スメント（パワハラ）」が増えて

いますね。上司としては部下への

指導や注意だと思っても、実はパ

ワハラに該当する可能性が高い言

い方だった…そんなケースも見ら

れます。パワハラに当たるかどう

かは、「人格否定」と「継続性」

という大きく２つの要件から判断

されます。人格否定としては、た

とえば「君は末っ子だからダメな

んだ！」と怒鳴られても、本人は

どうすることもできません。また、

それを継続的に何度も言われたら

「いじめ」になるわけです。

��部下への指導も難しいです

ね。

中高年の方々は厳しい指導を受

けて育ってきた方が多いと思いま

す。しかし、最近の若者は誉めら

れて育てられてきた傾向がありま

す。この「ジェネレーションギャ

ップ」により、ちょっとした指導

でもパワハラと受け取られてしま

う恐れがあるわけです。とはいえ、

「人格否定」と「継続性」の要件

に当てはまらないもの、すなわち

単なる業務の指導や注意などは基

本的にパワハラに該当しません。

分かりやすく言うと、極端ですが

多くの従業員が同じ指導や注意を

受けていて、一人だけが精神障害

になった場合も、会社や上司の責

任は問われない可能性が高いでし

ょう。このような場合は、その方

個人の持病的な扱いとなります。

ただし、自分では気づかないうち

にパワハラをしている事例もあり

ますので、十分な注意が必要です。

��中小企業でも同様のトラブル

は増えているのでしょうか。

メンタルヘルスの問題は企業規

模を問わず、社会全体の問題とい

えます。ただ、大企業よりも中小

企業のほうが事態は深刻だと思い

ます。というのも、大企業ではメ

ンタルヘルス対策を行っていると

ころも多いですが、中小企業は人

材やコストが限られていますの

で、ほとんどの企業が対策を講じ

ていません。一番の問題は、中小

企業の従業員が精神障害の不安を

抱えたとき、どこに相談すべきか

分からず、企業側も対処の方法が

見つからない。つまり、お互いに

どうすべきか分からず、結果とし

て症状が重くなってしまうという

危険があります。そして、従業員

が耐えられなくなり、労働組合や

労働基準監督署に助けを求めるわ

けです。

��中小企業としては、どのよう

な対策が考えられますか。

精神障害で休職している間は傷

病手当金が支払われますが、支給

額は給料の約３分の２です。その

ため、毎月の収入が落ちることを

懸念して、無理にでも出社しよう

とする方もいますが、それによっ

て症状が悪化する恐れもありま

す。そこで、ひとつの効果的な対

策として、会社側が所得補償の保

険に加入することも有効な手段で

す。休職中の収入減をカバーでき

るほか、退職後も一定期間は保険

金が支払われますので、従業員と

しても安心して療養することがで

きます。こうした所得補償の保険

には団体割引があるものや、精神

障害に関する相談窓口のサービス

が付随している商品もあります。

中小企業にとっては、従業員の福

利厚生を充実させながらメンタル

ヘルスの相談窓口を外部に整える

こともできますので、非常にお得

な保険だと思います。

��そのほかに有効な対策があれ

ば教えて下さい。

さきほど、中高年と若者の「ジ

ェネレーションギャップ」につい

て触れましたが、精神障害を引き

起こすような指導・注意の線引き

というのは、する側もされる側も

個々によって捉え方が異なりま

す。そのため、全従業員を対象と

したメンタルヘルスのセミナーを

社内で開催するのも有効です。こ

れによって、個々の判断基準を近

づかせることができるほか、セミ

ナーの開催が「会社全体でメンタ

ルヘルス対策を考えよう」という

社長からのメッセージにもなりま

す。それでも、昨今の経済情勢の

不安などにより、精神障害が起こ

りやすい時代なのかもしれませ

ん。いずれにせよ、従業員の「心

の健康」を守るため、会社として

何らかの対策を講じておくべきで

しょう。副次的な効果ですが、そ

うしたケアをすることで「従業員

を大切にする会社」というイメー

ジアップに繋がり、優秀な人材も

集まってくると思います。

８

多田智子（ただ・ともこ）
社会保険労務士

平成１４年８月にコンセルト社会保険労務士
事務所を設立。上場・中堅企業の就業規則
・退職金・労務相談に関するコンサルティ
ングを中心に活動を展開。金融機関等が主
催する労働法や退職金のセミナーを毎月開
催。事業再編、Ｍ＆ＡやＩＰＯを得意とす
る。平成１８年３月に法政大学大学院でＭＢ
Ａ取得。同校にて修士論文「ＡＤＲ時代の
労使紛争」が優秀賞を受賞。執筆活動にも
精力的に取り組んでいる。

相談窓口や保険で十分なケアを

上司とのトラブルで労災急増
メンタルヘルス対策が不可欠

コンサルティング 平成２３年・秋号
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小池康晴税理士は開業する際、

数人の税理士や弁護士とビルのワ

ンフロアを共同賃貸し、家賃や事

務機器などをシェアする事務所ス

タイルを選んだ。「家賃を分担す

るため、とても良い立地に事務所

を構えることができるほか、コピ

ー機や会議室なども共同で使えま

す。一人でこれだけの環境を整え

るのは難しいでしょう」。

特徴的なのは、そのフロアの資

格者たちが同一の事務所名を使用

している点だ。現在の事務所名は

「あおば法律会計事務所」。共同

経営のスタイルではなく、同じ屋

号の下、個々が独立して業務を行

っている。「複数の資格者が同一

の事務所名を使用することで、対

外的な信用度を高める効果があり

ます。実際、同じフロアに仲間が

いますので、ビジネスでも互いの

強みを発揮することができる。お

客さまはもちろん、自分たちの安

心にも繋がっています」。

小池税理士は２４時間・年中無休

の対応を基本としている。「ご要

望に応じて土曜や日曜でも対応し

ています。早朝や夜遅くに出かけ

ることもありますが、まずはお客

さまを優先するように心がけてい

ます。お客さまが困ったとき、相

談相手として真っ先に思い出して

もらえる。そんな存在になりたい

ですね」。

昨今の価格競争について、「低料

金の勝負は考えていませんが、全

体的に顧問料の相場は下がってい

ると思います。ただ、昔から旧来の

顧問料は高いと感じていました」

と指摘する。「中小企業への税務

支援は基本的に差別化が難しく、

顧問料にも限界があります。逆に、

月額３万円の顧問料でもそれ以上

のサービスを提供すれば、値上げ

することも可能だと思います」。

小池税理士の事務所では、関与

先へのサービスとして税務会計が

５割で、残り５割を経営アドバイ

スの時間に費やしている。「税理

士の中には『スペシャリスト』を

目指す方もいますが、私は『ゼネ

ラリスト』を目指しています」。

中でも、小池税理士は「経営支

援のニーズは１００％あります」と

指摘する。実際に経営指導を行っ

たことで、顧問料の値上げに繋が

ったケースも多いそうだ。しかし、

「経営アドバイスは報酬のためで

はなく、お客さまのために必要な

もの」という。「経営のアドバイ

スをすると、お客さまから『分か

っているけどできない』などと拒

まれることもありますが、それで

もアドバイスを言い続けていま

す。あきらめずに何度も繰り返せ

ば、経営者も動いてくれるもので

す。これは、私の社会的責任だと

捉えています」。

勤務時代に学んだこと。それは

３年後、５年後の目標を実現させ

るための�準備の人生�の大切さ。

「勤務時代は残業後に試験勉強を

繰り返す日々でしたが、その体験

を通じて�準備の人生�の大切さ

を学びました。お客さまの会社や

事務所の成長にも�準備の人生�は
欠かせないと実感しています」。

独立心が強かった小池税理士

は、職員にも独立を勧めている。

「職員が幸せになることも所長の

責任です。独立に向けて仕事をし

ながら勉強してもらい、資格取得

後は同じ屋号の下、同じフロアで

共に働くことが夢ですね」。

６０年以上にわたって信頼とノウ

ハウを構築してきた秋山税理士事

務所。関与先の「安心・安全・健

全・健康・発展」に貢献し、「よ

り早く・より正しく・より分かり

やすく」サービスを提供できるよ

うに、職員全員が日々の研さんに

努めている。外部研修にも積極的

に参加させ、職員が学んできたこ

とを朝礼で発表させて知識や情報

の共有化を図っている。

地元を中心に相続関連のサポー

トに定評があり、これまでの実績

は数百件に上る。「資産家の中に

は経営者やドクターの方がたくさ

んいます。そうした方々は相続に

限らず、ビジネスやライフプラン

についても悩みを抱えているもの

です。私どもは『法人』『資産』『医

業』を３本柱に、外部のネットワ

ークを有効活用しながら、資産家

が抱えている悩みをワンストップ

で支援しています」。

相続や事業承継は複雑な事案も

多いため、チーム体制によって良

質なサービスを提供。同時にダブ

ルチェックを徹底するなど、ミス

の防止にも余念がない。

また、関与先にアドバイスする

際、秋山税理士が常に心がけ、職

員にも指導していることがある。

それは「お客さまを自分に置き換

えて考える」こと。「相続や事業承

継といっても、人それぞれ悩みは

異なります。お客さまにヒアリン

グを何度も行い、自分が同じ立場

ならどんなサービスを求め、何を

してほしいのか。それを突き詰め

ていくと、お客さまにとって最適

な提案が少しずつ見えてきます」。

顧客目線を常に心がける秋山税

理士事務所。昨今の税理士業界の

価格競争にも影響されることな

く、自分たちのスタイルを貫いて

いる。

「最近は�価格ありき�の問い

合わせも増えていますが、私ども

は『どんなサービスを求めていま

すか』とお聞きして、事務所の報

酬規定に応じて料金を提示してい

ます。相手が求めているサービス

も分からず、料金を決めることは

できません。お客さまのニーズに

対して自分たちができる最大のサ

ービスを提供し、それを評価して

いただいた結果が報酬です。職員

には、その順番を間違えないよう

に指導しています」。

関与先から学ぶことも非常に多

く、「お客さまの会社で成長して

いるところは、価格競争に巻き込

まれない�強み�や�ウリ�を持

っています。そこで勉強させても

らったことを事務所経営にフィー

ドバックしています」。

近い将来、税理士法人の設立を

視野に入れている秋山税理士。そ

こには、次の世代への事務所承継

という大きな課題がある。「先代

から事務所を受け継ぐ前、いろい

ろと勉強させてもらいました。私

が『許される失敗』をしそうなと

き、先代は何も口を出さず、わざ

と失敗を経験させました。言葉で

注意されるより、実際に経験した

ほうが身に付くことを実感しまし

た。ですから、私も『許される失

敗』の範囲であれば、できる限り

職員に自分で考えさせるようにし

ています。それが成長に繋がり、

ゆくゆくは事務所を引っ張ってい

く人材に育ってほしいですね」。

関与先の信頼に応えるプロフェ

ッショナル集団として、秋山税理

士事務所は今日も挑戦を続ける。

Leader’s Eye ～わたしの事務所スタイル～

秋山税理士事務所（東京・世田谷区）

秋山真一郎税理士

価価格格競競争争にに巻巻きき込込ままれれずず

良良質質ののササーービビススをを提提供供すするる

あおば法律会計事務所（東京・新宿区）

小池 康晴税理士

９

経経営営支支援援はは報報酬酬ののたためめででななくく

おお客客ささままののたためめにに欠欠かかせせなないい

目指すのは「ゼネラリスト」

資産家の悩みを総合的に支援

平成２３年・秋号 業界リポート
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東京税理士会目黒支部（支部長

�浅井和夫税理士）の租税教育委

員会（委員長�岡田浩美税理士）

は、目黒税務署の協賛のもと、地

元の小学生を対象とした「租税教

室体験ツアー」を開催した。

夏休みに開催された体験ツアー

は、自由研究のテーマにも最適で、

子どもたちはクイズやゲーム（写

真）を通じて税金の大切さを学ん

だほか、「税金・いす取りゲーム」で

は、目黒支部租税教育委員会のメ

ンバーも参加して大いに盛り上が

った。その後、税務署内を見学。署

長や副署長への質問タイムでは、

子どもたちも少し緊張していた

が、署長室に入るとｅ―Ｔａｘのキ

ャラクター「イータ君」が、サプ

ライズで登場。子どもたちの緊張

もほぐれ、署長の椅子に一人ずつ

座って記念撮影が行われた。

「子どもたちはとてもしっかり

していて、真剣に話を聞いて質問

もたくさん受けました。帰り際に

『楽しかった』と言ってくれたこ

とが何よりうれしかったですね」

（岡田委員長）。また、唯木誠目

黒税務署長も「租税教育の重要性

が高まる中、これからも租税教室

などを通して、子供たちに少しで

も税への関心を持ってもらえるよ

うにしたいと思います」と述べて

おり、目黒支部と目黒税務署によ

る今後の租税教育が注目される。

日韓友好税理士連盟（会長�増

田惠一税理士）は９月３０日、東京

・墨田区の第一ホテル両国で「韓

日税務士親善協會との研修会・交

歓会・懇親食事会」を開催した。

当日は、韓国から約４０名の税務

士、日本から約６０名の税理士が参

加。ホテルの窓からは、来年５月

にオープンを予定している「東京

スカイツリー」が間近に見え、参

加者らはその高さと迫力に驚いて

いた。

研修会では、韓国側が「不法所

得に関する考察」、日本側は「日

本における相続税の概要」をテー

マにそれぞれ講演（写真）。引続

き交歓会、懇親食事会が開かれ、

参加者らは互いの近況などを語り

合いながら親睦を深めた。

また、白眞勲参議院議員など多

くの来賓が駆けつけたほか、様々

なアトラクションも披露されるな

ど、会場は大いに盛り上がった。

～進化する手術治療～

最近、前立腺がんの腫瘍マー

カーであるＰＳＡ（前立腺特異

抗原）という言葉をよく耳にし

たり、各種記事等で見かけられ

る読者が多いと思います。前立

腺とは、膀胱や精嚢の前方で尿

道を取り囲むクルミ大の臓器

で、前立腺がんは中高年になれ

ばなるほど罹患率が高くなるい

わば成人病です。古くは直腸か

らの指診によって前立腺の硬さ

を調べてがんの可能性を診断す

る方法が主体でしたが、約２０年

前から血液を採取して判定する

ＰＳＡ（前立腺特異抗原）検査

を実施することで、早期に前立

腺がんが発見されることが多く

なりました。

前立腺がんは男性ホルモンが

影響しているとされ、精巣（睾

丸）から男性ホルモンを出ない

ような状態にするとがんの増殖

が制御できることが特徴的です

が、一般的には、こうした抗男性

ホルモン療法は、がんが転移し

たような進行した症例での適応

となります。がんが前立腺の中

に留まって転移していない状態

の場合は、放射線治療や手術治

療が適応と考えられています。

従来、前立腺がんの手術治療

は、下腹部を大きく切開して前

立腺を摘出する手術が中心でし

たが、前立腺は「骨盤」と上方

に恥骨がある「小骨盤腔」とい

う狭い部分に位置し、また、前

立腺や尿道周囲には豊富な静脈

が存在するため、手術の際に出

血がかなり多くなる傾向があり

ました。これを克服する意味で、

「内視鏡下前立腺摘除術」とい

う炭酸ガスで手術野に圧をかけ

て出血を少なくする方法が開発

されましたが、手術の技術的難

易度が高く、一般に広く普及す

るには至りませんでした。

しかし、２０００年に「ダヴィン

チ」という遠隔操作によって腹

腔鏡手術を可能とする「手術支

援ロボットシステム」が開発さ

れ、欧米を中心に前立腺がんの

標準的手術法として定着しつつ

あります。ごく小さなハサミの

ような鉗子を医師が離れた場所

から操作して前立腺を摘出でき

る手術支援機器で、日本でも先

進医療として普及しはじめてい

ます。ロボットを使うことで血

管を損傷するリスクも低くな

り、出血も少量で済み、従来の

腹腔鏡手術の難点を補い、腹腔

鏡手術をより安全かつ容易に実

施できるという期待から各種手

術への応用が進んでいます。

東京医科大学病院では、この

「ダヴィンチ」を２００５年から国

内で先駆けて導入し、現在、前

立腺がんや心臓の手術、子宮が

ん手術を日常的に行なってお

り、ロボットを使用した前立腺

がん手術は『先進医療』の対象

となっています。

ただ、現在のところ日本で導

入した医療機関はまだ２４施設し

かありません（２０１１年７月現

在）。

ロボット手術に期待されるこ

ととして、将来的には専門の医

師がいないところでも、遠く離

れた病院から操作する「遠隔手

術」が可能となる点が挙げられ

ます。また、現在の「手術支援ロ

ボットシステム」は日々改良が

進められていますので、近い将

来、この「手術支援ロボットシ

ステム」の導入によって現在行

われている手術方法が大きく変

わってくるものと思われます。

会計事務所に�見込客�を紹

介するサービスを利用する税理

士は少なくない。その料金設定

だが、見込客の紹介後や顧問契

約後に料金を支払うタイプと、

営業代行費などを先に支払うタ

イプに分けることができる。先

払いの場合、見込客を優先的に

紹介されるメリットがあるが、

「紹介がまったくない」という

ケースも目立つ。

たとえば、３００万円の契約料

を支払うと、優良見込客を毎月

１０件、半年で６０件紹介するサー

ビスを利用したＡ税理士。だが、

ほとんど紹介を受けず、わずか

な紹介先も「税理士を探してい

るとは到底思えない」というも

のばかり。当然、顧問契約に結

び付くことはなかった。しかも、

契約書に規定する条件をクリア

できなかった場合、一定の金額

を返金する内容がパンフレット

に明記されていたが、約束通り

に返金されることはなく、Ａ税

理士をはじめ裁判所に訴える税

理士が続出した。

裁判所の命令を受けても、紹

介会社の姿勢は変わらなかった

が、Ａ税理士から依頼を受けた

南青山Ｍ’ｓ法律会計事務所（東

京・港区）は、紹介会社からの返

金に成功。同事務所の松永貴之

弁護士は、「別の税理士先生から

も同様の依頼が寄せられていま

すが、泣き寝入りされている方

も多いと思います」と指摘する。

見込客の紹介会社を利用する

場合は、リスクなどを十分に考

慮して決断したい。

全国の会計事務所が『中小企業

の資金調達を支援する』ことを主

な目的としている組織「財務会計

ネットワーク研究会」（代表�玉

木祥夫税理士）は９月１５日、東京

・千代田区の東京国際フォーラム

において定例の勉強会を開催し

た。

今回で３６回目を迎える勉強会。

第１部では、玉木代表が講師を務

め、「事業再生と税務問題」をテ

ーマに自身の事例を織り交ぜなが

ら解説（写真）。税務上の取扱い

を踏まえながら、関与先に対して

様々な角度からベストな事業再生

を提案する玉木代表の支援方法や

テクニックの話に、参加者らはメ

モを取りながら耳を傾けていた。

また、第２部では、「診療報酬

債権流動化による資金調達」と「病

院経営事情」をテーマに、第３部

では「弁護士との賢い付き合い方

～弁護士とお友達になろう～」を

テーマに勉強した。

１９７６年３月慶應義塾大学医学部卒業。１９８３年２月米

・ニューヨーク医科大学泌尿器科研究員、１９９９年４

月慶應義塾大学病院泌尿器科学助教授を経て、２０００

年４月より東京医科大学病院泌尿器科主任教授。

１０

３分間の診察室
今号のドクター 橘 政昭 先生

業界ムーブメント

人気の租税教室体験ツアー
目黒支部と目黒税務署が連携

事務所に見込客を紹介
３００万円支払って顧問契約�ゼロ�

日韓友好税理士連盟

東京の新名所で研修

事業再生と税務を考える

会計人組織が勉強会開催

業界ムーブメント 平成２３年・秋号



秋が終わり、冬が到来すると、

税理士業界もいよいよ繁忙期に突

入する。年末調整、法定調書、確

定申告…できるだけ効率良く仕事

を進めたいところだ。

しかし、繁忙期を目前に控え、

職員が辞表を提出するケースがあ

る。「どうせ辞めるなら、忙しく

なる前に…」などの思いがあるの

かもしれないが、繁忙期に戦力を

失うのは事務所にとって大きな痛

手。早急に人員を補充しなければ、

ほかの職員の負担が重くなり、作

業効率が悪化する事態も招きかね

ない。とはいえ、新しい人材を確

保しても、繁忙期にアレコレ教え

ている時間もなく、「できるだけ

即戦力となる実務経験者に来てほ

しい」というのが所長の思いだ。

また、事務所によっては、「毎

年、確定申告の期間だけ簿記の有

資格者で、会計ソフトが使える人

材を補充したい」、「週２日ほど手

伝ってくれる経験者がほしい」と

いったニーズもある。

そうした所長税理士の要望に応

えるため、�株日税ビジネスサービ

スでは、�株エスケイコンサルタン

トならびに�株パソナドゥタンクと

提携して、会計事務所向けの『人

材派遣支援サービス』を行ってい

る。

会計専門の人材派遣会社である

�株エスケイコンサルタントは、登

録スタッフ約１万１千人のうち、

日商簿記検定１級・２級取得者は

６千人以上。経理実務経験５年以

上の登録者も約８千人に及んでお

り、様々な会計ソフトに対応。週

１日５時間から派遣可能だが、月

１～２日などの要望にも相談に応

じている。

一方、�株パソナドゥタンクにも

経験豊富な実務経験者が多数登録

しており、税理士事務所の業務全

般（一般事務、経理事務、営業補

佐など）に幅広く対応。週１日４

時間からの派遣で午前・午後・曜

日の指定ができるため、それぞれ

の事務所の都合に合わせて勤務ス

ケジュールを組むことが可能だ。

会計・経理の即戦力を派遣する

『人材派遣支援サービス』は、会

計事務所はもちろん、税理士の紹

介を通じて関与先が利用するケー

スも多い。「経理担当者が突然退

職してしまった。すぐに経験者を

補充したい」、「社内の自計化をサ

ポートしてくれる実務経験者がほ

しい」など、会計・経理に関する

様々なニーズに応えている。

税理士事務所向けの『人材派遣

支援サービス』の申込み・問い合

わせは、�株日税ビジネスサービス

（�０３―４３２１―１１００、ＦＡＸ０３―３３４４

―４４３０）まで。

東京税理士協同組合は９月１４

日、「中国進出、子会社の基本

と指導のカンドコロ」と題した

組合員研修会を開催。多くの税

理士が受講した（写真）。

当日は、グラントソントン太

陽ＡＳＧ税理士法人の泉綾佳税

理士が講師となり、中国進出の

基本から中国税制の概要、日中

間取引の税務実務などについて

解説。日本の大企業の中国進出

にともない、ここ数年、中小企

業の進出も盛んに行われている

だけに、受講者らは中国進出支

援の�カンドコロ�について熱

心に聞いていた。

なお、同セミナー協賛会社の

�株日税ビジネスサービスでは、

関与先への総合的な国際税務コ

ンサルティングをサポートする

ため、太陽ＡＳＧグループの協

力のもと、「日税国際税務フォ

ーラム」という会員制サービス

を提供している。メールマガジ

ンの配信や実務事例研究会の開

催、質問や相談への対応など、

会員の国際税務コンサルを強力

にバックアップしている。

本紙「NICHIZEI journal」（日

税ジャーナル）創刊号の発行後、

多くの税理士先生方から貴重な

ご意見やご要望を頂きました。

誠に有難うございました。

創刊号では、東京税理士会の

成年後見支援センターの記事を

掲載しましたが、７月には日本

税理士会連合会、続いて東京地

方税理士会でも「成年後見支援

センター」を開設。また、各地

の税理士会でも、成年後見制度

に取り組む人材の育成を目的と

した養成研修や実務研修などが

開催されています。

今号４面では、認定ＮＰＯ法

人の要件緩和についてスポット

を当てました。成年後見制度と

同様、積極的に関与しても高額

な報酬は期待できないかもしれ

ません。それでも多くの先生方

が成年後見制度やＮＰＯ法人の

支援に取り組んでいます。

先日、成年後見制度の勉強を

続けている女性の先生とお会い

した時、その理由を尋ねると、

「税理士だから」と笑顔で答えて

くれました。たった一言ですが、

税理士としての使命感が伝わっ

てくる印象深い言葉でした。

日 税 ニ ュ ー ス

１１

事務所に�即戦力�を派遣
繁繁忙忙期期だだけけのの短短期期契契約約ももＯＯＫＫ

中国進出支援のツボを学ぶ

編集後記

平成２３年・秋号 日税ニュース



■団体制度の企画／開発／運営

システム収納代行、団体会員管理・サ

ービス

■税理士事務所経営関連

報酬自動支払制度ＰＯＳＴ・ｅ―ＮＥＴ、

人材派遣サービス、リサイクルトナー

販売取次

■コンサルティング関連

ファイナンシャル・プランニング、国

際税務フォーラム（会員制）、税理士

ＦＰ実務研究会（会員制）、Ｍ＆Ａ支援

サービス、株価算定サービス

■資格取得研修等のサービス

ＮＰＯアカウンタント養成講座、公益

法人アカウンタント養成講座、ＦＰ資

格取得研修、ＦＰ資格継続教育

■研修

「日税セミナー」「日税フォーラム」

■「日税メールステーション」

■「日税ＦＡＸ通信」

■全税共ＶＩＰ経営者大型保障制度取扱

■全税共「がん保険、医療保障」

（ＡＦＬＡＣ）取扱

■全税共「団体所得補償保険」取扱

■全税共「団体長期障害所得補償保険」

取扱

■東税協「集団扱火災保険」取扱

■千葉税協「集団自動車保険」取扱

■リスクマネジメント

■保険オーダーメイド

保険コンサルティング

（相続対策・資産形成・決算対策・コス

ト圧縮・事業承継対策・福利厚生）

■保険セミナー

企業リスク、資産家のリスクなど保険

に偏らないタイムリーな情報提供

■タイプ別ライフプラン相談

（個人・法人）

（お客さまの立場に立ったアドバイス）

発行‥ 〒１６３―１５２９ 東京都新宿区西新宿１―６―１ 新宿エルタワー２９階

ＴＥＬ‥０３―３３４０―６４９４ ＦＡＸ‥０３―３３４０―６４９５

本紙へのご意見・ご要望は、企画広報室へお願いします。 ＴＥＬ‥０３―３３４０―４４８８

■不動産売買仲介

不動産の売却・購入・交換の仲介、

権利調整

■不動産に関する情報収集・提供

物件調査・価格査定、広大地評価・

財産評価サポート

■不動産コンサルティング

不動産の有効活用、アセット・ソリュ

ーション事業、事業承継対策、不動産

Ｍ＆Ａ、相続対策

■建築に関する企画、設計、監理

■不動産鑑定評価

■選ぶ保険・選ばれる保険

・全税共「団体所得補償保険・団体医療

保険」、「団体長期障害所得補償保険」

他

・東税協「経営者大型保障プラン」他、

「集団扱損害保険制度」

・東地税協「団体保険（傷害・ゴルフ）」

「集団扱損害保険制度」

・千葉税協「集団扱損害保険制度」

「小規模企業共済」他

・埼玉税協「集団扱損害保険制度」

「小規模企業共済」他

■プロフェッショナルとして

（生命保険・損害保険）

家族を守る（相続対策、ローン対策）

企業を守る（決算対策、事業承継対策、

死亡・生存退職金対策）

■会員制医療クラブ

「ドクターオブドクターズ・クラブ」

先生、お困りの際は
いつでも日税グループへ�

＜調査・価格査定、相談無料＞

専門家集団が

総合的なコンサルティングにより

ベストソリューションを提供！

日税ジャーナル平成２３年・秋号
（年４回１月・４月・７月・１０月発行）

日税グループの
ホームページ http : //www.nichizei.com/

１２ 平成２３年・秋号


